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地球規模の気候変動問題
化石燃料使用４温室効果ガス発生４気温上昇

● 温 室 効 果 ガ ス

･ 二 酸 化 炭 素( Ｃ Ｏ ２)

･ メ タ ン ガ ス( Ｃ Ｈ ４)

･ 一 酸 化 二 窒 素( Ｎ ２ ０)

･ ハ イ ド ロ フ ル オ ロ カ ー ボ ン( Ｈ ＦＣ)･

パ ー フ ル オ ロ カ ー ボ ン( Ｐ Ｆ Ｃ)

･ 六 フ ツ 化 硫 黄(SF6)
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温室効果ガスの一つであるＣ０２の排出量の増加に伴い、気温が上昇



･祠･　気候変鮑こ関する国際的な取り決め

●京都議定書

1997 年12 月、京都で開催されたCOP3( 気候変動枠組条約第３回締約国会議)

において、京都議定書が発効されています。その内容は、先進国のみに温室効果ガ

スの排出量について拘束力のある数値目標を決定と 新たな仕組み(排出量取引、

共同実施、グリーン開発メカニズム等)の合意がなさ れました。

●パリ協定

2015 年12 月、パリで開催で開催されたＣＯＰ２１(気候変動枠組条約第21 回締約

国会議)において、すべての国が参加し、世界の平均気温をの上昇を産業革命前の2

℃未満(努力目標1.5 ℃)に抑え、21世紀後半には温室効果ガスの排出量を実質ゼ

ロにする目標が定められました。

気候変動を抑えるためには、脱炭素社会やカーボンニュートラルが求められます。

ちなみに、脱炭素社会はＣ０２の排出量を実質ゼロにする社会、カーボンニュート

ラルはＣ０２の排出量を自然に吸収できる量以内に最小化することです。

その方策としては、脱化石燃料の利用と再生可能エネルギーの活用がありま

す。

－ ・ －il 人
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気候変動に対する日本の取り組み

気候変動への対策として、1998 年に地球温暖化対策推進法が法制化されました。

第一条 この法律は、地球温暖化が地球全体の環境に深刻な影響を及ぼすもので

あり、気候系に対して危険な人為的干渉を及ぼすこととならない水準において大気

中の温室効果ガスの濃度を安定化させ地球温暖化を防止することが人類共通の課

題であり、全ての者が自主的かつ積極的にこの課題に取り組むことが重要であるこ

とに鑑み、地球温暖化対策に関し、地球温暖化対策計画を策定するとともに、社会

経済活動その他の活動による温室効果ガスの排出の量の削減等を促進するための

措置を講ずること等により、地球温暖化対策の推進を図り、もって現在及び将来の

国民の健康で文化的な生活の確保に寄与するとともに人類の福祉に貢献すること

を目的とする。

出展:地球温暖化対策推進法

Ｗ匪藍蕉斐饅照数と



日本の地球温暖化対策への取り組み

地球温暖化対策推進法に基づ＜地球温暖化対策計画が策定されております。

そこでは、「2050 年カーボンニュートラル」宣言と、2030 年度の温室効果ガス排

出量の４６％削減目標が掲げられております。

温室効果ガス排出量　　･

吸収皿　C
単位･豪-CO2｝ ����2013

排出実績 �203 閣1出● � 削減率 � 従来目標

����14.08�ﾌ.60 � ▲46 ％ � ▲26 ％

�Iキルキー起源C02 ���12.35 �6.77 �A45 ％ � ▲25 ％

��Ｅ
�

産輿 �4､63 �2.89 � ▲38 ％ � ▲７％

���nia �2.38 �1.16 � ▲51 ％ � ▲40 ％

���家庭 �2,08 �0.70 � 工66 ％ � ▲39 ％

���運崎 �2.24 �1.46 � ▲35％ � ▲27S

���エネJﾚｷｰ転換 �1.06 �0.56 � ▲47 ％ � ▲27％

�rｴﾈﾙｷﾞｰ起原£02､ﾒﾀﾝ､N20 ���1,34 �1.15 � ▲14 ％ � ▲８％

�HFC等４ガス（ﾌﾛﾝ類） ���0,39 �0.22 � ▲４４％ � ▲25 ％

�吸収源 ����▲0.48 ��(A037倚l･C02)

�二国間ｸﾚｼﾞｯﾄ制度ＯＣＭ） ���
自民連携で2030 年度までの累積で１母t-CO, 程眉の国際的な排出削減･
汲収・ を目指す,我が国として獲禰したｸﾚ ｼﾞｯﾄ を我が国のNDC 遺戒のため
一滴切に万りントする

出展:httｐｓ://ｗｗｗ.ｅｎｖ.9ｏ.jｐ/ｃｏｎtｅｎt/900440196.pdf

運 輸 部 門 は 、従 来 目 標27 ％ 削 減 か ら35 ％ 削 減 と 目 標 値 が 引 き 上 げ ら れ て い る 。
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･祠 一東京都の環節こ関する取り組み
【目的】

第一条 この条例は、環境の保全について、基本理念を定め、並びに東京都(以下｢都｣

という。)、特別区及び市町村(以下｢区市町村｣という。)、事業者並びに都民の責務

を明らかにするとともに、環境の保全に関する施策の基本的な事項を定めることに

より、環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって現在及び将来

の都民が健康で安全かつ快適な生活を営む上で必要とする良好な環境を確保する

ことを目的とする。

【事業者の責務】

第六条 事業者は、事業活動を行うに当たっては、環境への負荷の低減に努めるとと

もに、その事業活動に伴って生ずる公害を防止し、又は自然環境を適正に保全する

ため、その責任において必要な措置を講ずる責務を有する。

２ 事業者は、その事業活動に係る製品その他の物が使用され、又は廃棄されること

による環境への負荷の低減に資するために必要な情報の提供に努めなければならな

い。

３ 前項に定めるもののほか、事業者は、物の製造、加工又は販売その他の事業活動

を行うに当たっては、その事業活動に係る製品その他の物が使用され、又は廃棄さ

れることによる環境への負荷の低減に資するために必要な措置を講ずるよう努めな

ければならない。

出展:東京都環境基本条例

Ｗ難顧鯉回照数,た



東京都における気候変動問題と対策

東京においては、地球温暖化と、ヒートアイランド現象という｢２つの温暖化｣が同時

に進行しています。
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東 京 都 は 、そ れ ら の 対 策 と し て 、平 成19 年6 月 に｢ カ ー ボ ン マ イナ ス 東 京10 年 プ ロ

ジ ェ クト基 本 方 針｣ が 策 定 し ま し た 。

そ こ で は 、｢企 業 の Ｃ０ ２ 削 減 を 強 力 に 推 進｣ 、｢家 庭 の Ｃ０ ２ 削 減 を 本 格 化｣ 、｢都 市

づ く り で の Ｃ０ ２削 減 を ル ー ル 化｣ 、｢ 自 動 車 交 通 で の Ｃ０ ２削 減 を 加 速｣ 、｢各 部 門 の

取 組 を 支 え る 、都 独 自 の 仕 組 み を 構 築｣ な ど か ら 成 り 立 っ て い ま す 。

｢ 自 動 車 交 通 で の Ｃ０ ２削 減 を 加 速｣ 実 現 の た め 、自 動 車 の 電 動 化 に 着 目 し ま し た 。
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･祠･　日本のＣＯ２排出量と運輸部門の割合

FI
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出 展:

htt ｐs:// ｗｗｗ.mlit. ９０j ｐ/s ０９０ｓeisak ｕ/ｅｎｖirｏｎｍｅｎt/s ｏｓｅｉ ｅｎｖirｏｎｍｅｎt tk 000007.ht ｍ1

ＣＯ２排出量のうち運輸部門は17 ％です。そのうち自動車が占める割合は、85％

です。

l'観顧劈範煕数,た



東京都の取り組み

2018 年5 月に開催した国際会議｢きれいな空と都市 東京フォーラム｣において、2030

年の都内の乗用車新車販売に占めるゼロエミッション･ビーグル(ＺＥＶ)の割

合を50 ％まで高めるとの目標を掲げました。

ＺＥＶは、走行時にＣＯ２等の排出ガスを出さない電気自動車(EV) やプラグインハ

イブリッド自動車(ＰＨＶ)、燃料電池自動車(ＦＣＶ)などです。

2018 年度2030

年度

都内乗用車新車販売台数に占めるＺＥＶ割合

都内乗用車販売台数に占めるＺＥＶ割合

１。６％-

５０％

2050 年度　都内を走る自動車　　　　　　　　　　　　　100 ％

ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 東 京 の 実 現

そこで都産技研多摩テクノプラザは、車載機器･小型モビリティに関する新たなサー

ビスとして

｢ ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン に 資 す る モ ビ リ テ ィ産 業 支 援 事 業｣

を開始しました。

l' 匪 藍戻劈廻煕数,た



,μl, ゼロエミッション・ビーグル(ＺＥＶ)について

�　　　　　ＺＥＶ

ゼロエミッション･ビーグル ���　　

ＨＶ

ハイブリッド車

�　　EV
電気自動車 �　　

ＰＨＶ　

プラグイン
ハイブリッド車 �　

ＦＣＶ

燃料電池車

仕組み �バッテリーの

電気で走行。

電気は充電作

業により補充。�

バッテリーの充

電量が多いとき

は電気で走行、

少ないときは、

ガソリン車とし

て走行 �

燃料電池を用い

て水素と酸素か

ら電気を発生。

モータを駆動さ

せて走行 �

エンジンと

モータを最適

に制御し走行

する。

エネル

ギー �

電気 �電気･ガソリン � 水素 � ガソリン

動力源 � モータ �エンジン･モータ � モータ � エンジン

ガソリン � 不要 � 必要 � 不要 � 必要

l/ 輦誓IE 産業技術研究･tZンター (巳)2023　　14



自動車の電動化に伴う部品の変化

電気自動車の基本構造

充電

バッテリー

インバータ

モータ

駆動

●電気自動車において必要となる部品･

バッテリー

･モータ

･インバータ

･減速機

･自動運転に関連したセンサ

･ワイヤーハーネス

●電気自動車において不要となる部品･

エンジン部品

･電装部品

･駆動系部品

自動車の電動化に伴い、使用する部品が変わります。これらの変化に対し、不要な

る部品を製造している車載機器メーカーは今後対応が求められます。

地 方 独 立 行 政 法 人

東 京 都 立 産 茉 技 術 研 究 セ ン タ
ー･-･･li
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｢ゼロエミッションに資するモビリティ産業支援事業｣の概要

クルマの電動化を加速するため、都産技研多摩テクノプラザでは｢ゼロエミッション

に資するモビリティ産業支援事業｣ を2022 年度から開始しました。

クルマの

電動化

車載機器･小型モ

ビリティの安全性･

信頼性の確保

車載機器･小型モビ

リティの製品開発の

加速

技術 支 援　　 車載機器 小゚型モビリテベニ関する機器を導入しヽ 依
’　　　　　　頼試験、機器利用を実施します。

EＭＣ試験 軽量化部材評価

人 材育成　　 モビリティ産業への参入促進や構造転換に対応する
ためのセミナーを開催します。

製品開発 車載機器や小型モビリティの開発に関する技術研究会

を立ち上げ、製品化事業化を支援します。

l' 匪藍震嬰魚煕驚,た



４１･　ＥＭＣ(電磁両立性)試験による技術支援

ＥＭＣ試験は、電磁ノイズに関する安全性を担保する試験で、車載機器･小型モビ

リティに必須の試験です。エミッション測定とイミュニティ試験から構成されます。
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１０ｍ法電波暗室

Ｗ'難 取罵鯉廻煕訟,た

都産技研多摩テクノプラザでは、電波暗室や

シールドルームを用いた車載機器のＥＭＣ試

験が可能です。



･祠･ 車載機器ＥＭＣ試験の紹介

●

に

そ で
べ

●　 ｀1　゛

●

゜　 ‘ ●　　　●ﾔ7

一

レ

フ ぐ
ご

●

東 京 都 立 産 業 技 術 研 究 セ ン タ
ー

W--･ 二■』〃--･-･t･ 〃･I ●･･■〃--I 丿I --i･ ■,-●
 -i 仙･二･･

〃･二-･,l■I--I二IIW-



.祠･ 車載機器ＥＭＣ試験の紹介
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車載機器ＥＭＣ試験の概要

車載機器ＥＭＣ試験規格の概要

メーカー規格　　 自動車メーカーの独自の規格で、基本的には非公開です。

業界の規格　　　･ 欧州自動車ＥＭＣ指令 ＥＣＥ Ｒｅｇｕlatｉｏｎ Ｎ０.10

･土木機械/建設機械のＥＭＣ試験などISO13766

基本規格　　　　 主に試験方法が記載された規格です。ただし試験結果に対する

評価基準は定めていません。

･エミッション測定 ＣＩＳＰＲ２５

･イミュニティ試験IS011452- ×

･耐環境性試験などIS016750- ×

都産技研多摩テクノプラザで対応可能な車載機器ＥＭＣ試験は以下の通りです。

●従来からの試験項目　　　　　　　　　　 ●新たな追加される試験項目

･車載伝導･放射エミッション試験　　　　　･ 近接照射試験

･車載伝導エミッション試験　　　　　　　　･BCI 試験

･車載放射イミュニティ試験　　　　　　　　･ 情報機器対応放射イミュニティ･

車載過渡サージ試験　　　　　　　　　　 試験

･車載静電気試験

東 京 都 立 産 業 技 術 研 究 セ ン タ
ー
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．μ!･　ＣＦＲＰ関連機器の動画
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,Ｑ　ﾉ｣ 痙 モビリティに関連した研究事例
都産技研多摩テクノプラザでは、小型モビリティヘの充電を目的とした挟み込み構

造ワイヤレス給電を開発しました。この構造は、２つの送電部の間に、受電部を配置

するものです。受電部の位置ずれに対して、電力伝送効率が維持できる特徴があり

ます。

挟み込み構造型

従来型

受電部

100 ％

9０％
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圧
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拝み込み構造型（逆相接続 ）　　　　　　　
●

受電部

匍･1
恥１行政法人
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受電部移動距離(×)[ｍｍ]

受電部位置ずれに対する電力伝送効率

×
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車載機器・小型モビリティに関するご相談は、

都産技研多摩テクノプラザ
にお問い合わせください。

問い合わせ先:
東京都昭島市東町3-6-1　　
多摩テクノプラザ
TEL:042-500-2300

JＲ青梅線西立川駅下車 徒歩７分[

産業サポートスクエア･ＴＡＭＡ内]

乖扁郷寫産犀練価研霖匂ンタニ
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